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論文内容要旨
              【研究背景】
 健康平均余命と は, 地域の人口の健康状態を表現する新しい指標である。 疾病率と死亡率の両
 方を考慮に入れた上で長寿の質を評価することがこの一つのイ ンデックスによって可能にな る。
 この指標は一定の集団において時間的経過による健康の推移を測定するにも特に役立つ。 今日ま
 での評価報告のほとんどは身体的活動能力の制限に焦点が向けられ, いわゆる活動的平均余命に
 ついて報告されてきた。 最近になって痴呆という問題が注目を浴びてきて, 痴呆のない平均余命
 がいくつかの国で評価されるようになってき た。
              【研究目的】
 健康に関する3っの側面, いわゆる精神保健, 身体的活動能力, 健康の自覚的認識の中の健康
 平均余命の3つの異なる指標を紹介することを目的とする。 第1の部分では, 日本人高齢者の痴
 呆のない平均余命を初めて評価 し, 紹介している。 第2の部分ではアメリカ人高齢者の痴呆のな
 い平均余命の傾向を初めて明らかにしている。 最後に健康であるという自覚を持った平均余命,
 ADL (Activities ofDaily Living), IADL (lnstrumenta1 Activities ofDaily Living) と活動
 性をもっている平均余命のそれぞれを測定す る。
              【研究方法】
 3っの前向きコホート研究における対象者は 65 歳以上の高齢者。 ベースライ ン調査時には痴
 呆も身体機能制限もなかった。 健康平均余命は生命表を用いて死亡率, 痴呆の発生率, 身体機能
 制限の発生率か ら求めた。
              【結 果】
 日本人高齢者は西洋諸国の高齢者と比較 して痴呆を伴った余命の長さが証明された。 アメ リカ
 人における痴呆のない平均余命の傾向 は男性では痴呆のある平均余命の延長が女性で は痴呆のあ
 る平均余命の短縮が示唆された。 社会の役割における平均余命は疾病率や手段的自立より短く,





                【結 語】
 今回の研究によっていくつかのことが明 らかになった。 まず第1には国際比較の難しさである。
 第2には健康平均余命における活動平均余命を延長させること, 疾病のない状態を引き延ばすこ




 健康平均余命とは現在の死亡率およ び健康状況が不変として, ある年齢の個人が想定された状
 態で生存すると予想される平均年数として定義される。 この研究の目的は, 精神保健, 身体的活
 動能九 および健康自覚意識に基づいた平均余命という 3種の異なる指標に関連する以下のよう
 な もめであ る。
 第1には, 日本の都市部に居住する高齢者の痴呆のない平均余命を算出することであり, 既に
 活動性平均余命で報告されているように, 痴呆のない平均余命でも日本の高齢者は欧米に比べ延
 長 しているかを確認することである。 第2には痴呆のない平均余命の推移を求め, 寿命の延長と
 痴呆の期間との関連を検討することである。 第3には日本の農村部に居住する高齢者を対象に健
 康 自覚意識 に基づいた平均余命, ADL (Activity of Daily Living), instrumental ADL, お
 よび活動性を指標とした平均余命を算出することである。 全ての平均余命は生命表を用いて, 死
 亡率, 痴呆発生率, 身体機能制限の発生率から計算した。
 これらの結果のうち, 女性は男性に比べ, 余命, 健康平均余命とも延長しているが, 身体活動
 能力制限および痴呆の期間 もま た延 びて いた点は先行研究と一致 していた。 第1の研究では国際
 比較により, 日本人は最も長い平均余命を持つが, また西洋諸国に比べ痴呆を伴った余命も延長
 していることが示された。 第2の研究では, 痴呆のある平均余命の推移が男性で延長, 女性で短
 縮 している可能性が示唆された。 第3の研究では, 機能の障害に階層構造が認められることが重
 要であり, instrumental ADLの障害のない平均余命は ADL および活動性の障害のない平均余
 命より短縮 していた。 また健康自覚意識に基づいた平均余命は客観的指標によるものと同等では
 なかった。
 第1の研究は日本人につき初めて痴呆のない平均余命を明らかに したものである。 第2の痴呆
 のない平均余命の推移の研究は初めてのものであり, 平均余命の延長が精神疾患の増加に必ずし
 もつながらないという結果を示 した。 第3の研究もまた最初の報告であり, 高齢者が地域で社会
 性を持ち, 自立 した生活を送ることができるような福祉政策の必要性を示した。 以上から本研究
 は学位論文に十分値すると考える。
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